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Ⅰ 北海道の人口減少について 

（１）北海道の人口減少に対する危機感 

問１．あなたは、上記のように北海道の人口が減少することに危機感を感じていますか。次の中から１

つお選びください。 

 

 

全体 

「危機感を感じている」（45.9％）と答えた方の割合が最も高く、次いで「あまり危

機感を感じていない」（23.3％）、「非常に危機感を感じている」（21.0％）の順となっ

ている。 

性別 全体と傾向に大きな差はない。 

年代別 
「非常に危機感を感じている」又は「危機感を感じている」と回答した割合は、[70

歳以上]で 76.7％と最も高い。 

世帯構成別 全体と傾向に大きな差はない。 

職種別 
「非常に危機感を感じている」又は「危機感を感じている」と回答した割合は、[派

遣社員・契約社員]で 82.3％、[公務員]で 78.0％と他の職種に比べ高い。 

地域別 

（圏域単位） 

「非常に危機感を感じている」又は「危機感を感じている」と回答した割合は、[釧

路・根室]で 61.6％と最も低い。 

出身地別 全体と傾向に大きな差はない。 

人口規模別 全体と傾向に大きな差はない。 

人口減少度別 全体と傾向に大きな差はない。 

居住年数別 
「非常に危機感を感じている」又は「危機感を感じている」と回答した割合は、年

数が長くなるにつれ高い傾向にある。 

非常に危機感を感じている
21.0%

危機感を感じている
45.9%

あまり危機感を感じていない
23.3%

全く危機感を感じていない
1.7%

わからない
4.7%

無回答
3.4%

771N=
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男性

女性

その他・無回答 (※)

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

1人暮らし

子育て世帯

三世代 (※)

会社員（正社員）

会社経営（経営者・役員） (※)

公務員・教職員

団体職員 (※)

派遣社員・契約社員

自営業・自由業

農林漁業 (※)

専門職(弁護士･税理士･医療関係など) (※)

パート・アルバイト

専業主婦・主夫

学生 (※)

無職

その他 (※)

道央広域連携地域

道南連携地域

道北連携地域

オホーツク連携地域

十勝連携地域

釧路・根室連携地域

札幌市

札幌市以外の道内市町村

道外

海外 (※)

札幌市

人口10万人以上の市

人口1万人以上10万人未満の市町村

人口1万人未満の市町村

減少率2.0%未満

減少率2.0%以上10.0%未満

減少率10.0%以上

1年未満 (※)

1～5年未満

5～10年未満

10～20年未満

20年以上

※の種別は、回答者数が少なく標本誤差が大きいことから、解説では除外した記述とした。

人
口
減

少
度

居
住
年

数
別

世
帯
構

成
別

職
種
別

地
域
別

出
身
地

別

人
口
規

模
別

凡例

全体  (N=771)

性
別

年
代
別

①

21.0 

23.6 

18.4 

28.6 

19.5 

12.6 

16.6 

19.7 

20.9 

27.4 

21.7 

16.7 

35.7 

18.3 

34.8 

18.0 

33.3 

38.2 

21.4 

28.6 

14.8 

12.6 

12.5 

16.7 

29.2 

12.5 

21.3 

25.8 

17.8 

23.1 

25.5 

10.3 

17.7 

21.2 

19.5 

21.8 

20.6 

16.7 

25.9 

21.4 

18.5 

24.6 

17.6 

10.0 

10.3 

23.7 

21.7 

②

45.9 

43.1 

48.8 

36.6 

48.3 

45.0 

47.2 

43.3 

49.3 

44.2 

49.4 

28.6 

39.4 

30.4 

60.0 

44.4 

44.1 

54.8 

57.1 

55.6 

44.7 

51.8 

16.7 

46.0 

50.0 

44.3 

40.3 

54.4 

51.3 

44.7 

51.3 

45.2 

46.5 

49.4 

100.0 

42.2 

49.0 

49.4 

44.8 

42.1 

53.0 

43.8 

35.3 

42.5 

48.7 

37.1 

48.2 

③

23.3 

23.3 

23.3 

57.1 

34.1 

34.5 

28.5 

26.0 

23.1 

12.1 

22.5 

25.0 

35.7 

33.8 

26.1 

16.0 

11.1 

17.6 

14.3 

14.3 

22.2 

26.2 

26.8 

58.3 

14.9 

29.2 

24.9 

27.4 

16.7 

15.4 

17.0 

28.2 

30.6 

22.3 

22.1 

27.0 

22.5 

22.8 

16.4 

27.0 

20.1 

18.5 

23.5 

30.0 

33.3 

29.9 

21.4 

④

1.7 

2.2 

1.4 

2.4 

2.3 

2.6 

2.4 

1.4 

2.5 

2.6 

2.8 

2.0 

7.4 

3.9 

0.9 

2.2 

2.6 

2.6 
1.6 

1.3 

3.9 

2.4 

1.0 

1.9 

0.9 

2.3 

1.2 

0.8 

7.5 

6.2 

0.7 

⑤

4.7 

3.8 

5.1 

14.3 

2.4 

2.3 

6.0 

3.1 

6.7 

4.7 

5.0 

5.8 

4.2 

4.3 

2.0 

2.4 

9.7 

5.4 

5.6 

4.9 

4.8 

4.4 

2.6 

6.4 

2.6 

3.2 

4.6 

3.9 

4.2 

4.9 

5.6 

4.3 

4.6 

4.4 

5.4 

11.8 

5.0 

7.7 

2.1 

4.6 

⑥

3.4 

3.8 

3.0 

4.9 

1.3 

1.6 

6.0 

5.1 

4.2 

0.6 

1.4 

4.3 

2.0 

11.1 

7.1 

2.9 

2.7 

8.3 

4.3 

8.3 

2.4 

1.6 

6.7 

5.1 

6.4 

5.1 

1.6 

4.1 

1.3 

2.4 

2.0 

3.7 

7.8 

2.6 

2.8 

6.9 

11.8 

5.0 

1.0 

3.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

非常に危機感を感じている ② 危機感を感じている ③ あまり危機感を感じていない

全く危機感を感じていない ⑤ わからない ⑥ 無回答
①

④
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（２）現在住んでいる市町村の人口減少に対する危機感 

問２．あなたは、現在住んでいる市町村の人口が減少することに危機感を感じていますか。次の中か

ら１つお選びください。 

 

 

全体 

「危機感を感じている」（42.3％）と答えた方の割合が最も高く、次いで「あまり危

機感を感じていない」（27.9％）、「非常に危機感を感じている」（20.2％）の順となっ

ている。 

性別 全体と傾向に大きな差はない。 

年代別 
「全く危機感を感じていない」又は「あまり危機感を感じていない」と回答した割

合は、[30～39 歳]で 43.7％、[40～49 歳]で 43.7％と他の年代に比べ高い。 

世帯構成別 
「非常に危機感を感じている」と回答した割合は、[子育て世帯]で 10.3%と全体に比

べ低い。 

職種別 
「非常に危機感を感じている」又は「危機感を感じている」と回答した割合は、回

答者数の少ない職種を除くと[会社員（正社員）]で 51.4％と最も低い。 

地域別 

（圏域単位） 

「非常に危機感を感じている」又は「危機感を感じている」と回答した割合は、[道

南]で 80.6％と最も高く、次いで[道北]で 78.9％となっている。 

出身地別 
「非常に危機感を感じている」又は「危機感を感じている」と回答した割合は、[札

幌市以外の道内市町村]で 67.2％と最も高い。 

人口規模別 
「非常に危機感を感じている」又は「危機感を感じている」と回答した割合は、[札

幌市]で 45.7％と突出して低い。 

人口減少度別 
「非常に危機感を感じている」と回答した割合は、[10％以上]で 44.6%と突出して高

い。 

居住年数別 
「非常に危機感を感じている」又は「危機感を感じている」と回答した割合は、[1～

5 年未満] で 40.0％と最も低く、以降は年数が長くなるにつれ高い傾向にある。 

非常に危機感を感じている
20.2%

危機感を感じている
42.3%

あまり危機感を感じていない
27.9%

全く危機感を感じていない
2.6%

わからない
4.2%

無回答
2.9%

771N=
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男性

女性

その他・無回答 (※)

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

1人暮らし

子育て世帯

三世代 (※)

会社員（正社員）

会社経営（経営者・役員） (※)

公務員・教職員

団体職員 (※)

派遣社員・契約社員

自営業・自由業

農林漁業 (※)

専門職(弁護士･税理士･医療関係など) (※)

パート・アルバイト

専業主婦・主夫

学生 (※)

無職

その他 (※)

道央広域連携地域

道南連携地域

道北連携地域

オホーツク連携地域

十勝連携地域

釧路・根室連携地域

札幌市

札幌市以外の道内市町村

道外

海外 (※)

札幌市

人口10万人以上の市

人口1万人以上10万人未満の市町村

人口1万人未満の市町村

減少率2.0%未満

減少率2.0%以上10.0%未満

減少率10.0%以上

1年未満 (※)

1～5年未満

5～10年未満

10～20年未満

20年以上

※の種別は、回答者数が少なく標本誤差が大きいことから、解説では除外した記述とした。

人
口
減

少
度

居
住
年

数
別

世
帯
構

成
別

職
種
別

地
域
別

出
身
地

別

人
口
規

模
別

凡例

全体  (N=771)

性
別

年
代
別

①

20.2 

21.7 

18.9 

28.6 

14.6 

10.3 

13.2 

24.4 

22.4 

26.0 

24.2 

10.3 

14.3 

13.4 

39.1 

24.0 

22.2 

23.5 

31.0 

42.9 

14.8 

16.5 

12.5 

8.3 

25.5 

29.2 

16.4 

33.9 

27.8 

25.6 

27.7 

15.4 

9.7 

23.1 

14.3 

10.7 

20.1 

19.1 

45.7 

11.0 

22.1 

44.6 

5.9 

5.0 

10.3 

17.5 

22.6 

②

42.3 

39.3 

44.7 

43.9 

41.4 

39.7 

39.4 

41.8 

46.0 

40.8 

48.1 

35.7 

38.0 

26.1 

46.0 

55.6 

50.0 

42.9 

42.9 

37.0 

43.7 

42.0 

33.3 

45.3 

41.7 

38.7 

46.8 

51.1 

51.3 

38.3 

56.4 

36.3 

44.1 

40.3 

100.0 

34.9 

52.5 

48.1 

34.5 

37.0 

53.4 

36.9 

35.3 

35.0 

43.6 

37.1 

43.8 

③

27.9 

28.4 

27.9 

42.9 

29.3 

39.1 

40.4 

28.3 

25.4 

16.3 

27.5 

33.3 

28.6 

39.4 

30.4 

26.0 

22.2 

23.5 

19.0 

29.6 

28.2 

33.9 

50.0 

20.5 

20.8 

33.6 

14.5 

16.7 

20.5 

19.1 

20.5 

42.7 

24.0 

36.4 

41.9 

19.6 

25.3 

11.2 

39.5 

17.3 

13.1 

35.3 

40.0 

43.6 

37.1 

24.6 

④

2.6 

4.2 

1.4 

14.3 

9.8 

4.6 

3.3 

2.4 

2.2 

0.5 

2.5 

3.8 

5.6 

2.0 

2.9 

2.4 

11.1 

2.9 

1.8 

4.2 

3.8 

2.6 

4.0 

2.2 

3.9 

4.2 
2.0 

2.5 

4.6 
0.8 

5.9 

12.5 

5.2 

1.6 

⑤

4.2 

3.8 

4.1 

14.3 

2.4 

3.4 

3.3 

4.7 

5.2 

4.2 

2.5 

3.8 

7.1 

2.8 

4.3 

4.8 

3.7 

7.8 

4.5 

8.3 

3.7 

4.2 

4.5 

4.8 

3.3 

6.4 

2.6 

5.6 

3.7 

2.6 

5.5 

4.4 

1.9 

3.4 

4.8 

3.6 

3.1 

11.8 

2.5 

3.1 

4.4 

⑥

2.9 

2.6 

3.0 

1.1 

0.8 

3.0 

7.0 

2.5 

0.6 

14.3 

0.7 

2.0 

14.3 

3.7 

1.0 

5.4 

5.0 

3.0 

1.1 

2.6 

8.5 

2.6 

1.6 

3.0 

2.6 

2.8 

1.5 

3.1 

5.2 

3.1 

2.8 

2.3 

5.9 

5.0 

2.6 

3.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

非常に危機感を感じている ② 危機感を感じている ③ あまり危機感を感じていない

全く危機感を感じていない ⑤ わからない ⑥ 無回答

①

④
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（３）人口減少による影響 

※問３は、問２で「非常に危機感を感じている」、「危機感を感じている」と回答した方のみ回答。 

問３．あなたは、どのようなことで人口減少による影響を感じていますか。次の中から当てはまるも

のを全てお選びください。（○は複数可） 

 

全体 

｢若者が減少し地域に活気がなくなった｣(63.9％)と答えた方の割合が最も高く、次い

で｢公共交通機関の減便・廃止等により交通の便が悪くなった｣(40.5％）、「担い手や

後継者の不足により地域産業の維持が困難になった」（37.1％）の順となっている。 

性別 
「担い手や後継者の不足により地域産業の維持が困難になった」と回答した割合

は、[女性]の 32.2％に比べ、 [男性]は 43.5％と高い。 

年代別 
「公共交通機関の減便・廃止等により交通の便が悪くなった」と回答した割合は、

[50 歳以上]で他の年代に比べ高い傾向となっている。 

世帯構成別 
｢食料品や日用品などの買い物が不便になった｣と回答した割合は、[子育て世帯]の

13.2％に対し、[1 人暮らし]で 30.8％となっている。 

職種別 
「若者が減少し地域に活気がなくなった」と回答した割合は、[公務員・教職員]で

74.3%、[自営業・自由業]で 87.1%と他職種に比べ高い。 

地域別 

（圏域単位） 

「若者が減少し地域に活気がなくなった」と回答した割合は、[道央]で 56.6％と最も

低い。「公共交通機関の減便・廃止等により交通の便が悪くなった」と回答した割合

は、[釧路・根室]で 53.6%と最も高い。 

出身地別 
「公共交通機関の減便・廃止等により交通の便が悪くなった」と回答した割合は、

[札幌市以外の道内市町村]で 43.4％と他の区分比べ高い。 

人口規模別 
｢食糧品や日用品などの買い物が不便になった｣と回答した割合は、[人口 1 万人未満

の市町村]で 58.1％と突出して高い。 

人口減少度別 
｢食糧品や日用品などの買い物が不便になった｣と回答した割合は、[10％以上]で

44.3％と突出して高い。 

居住年数別 
「公共交通機関の減便・廃止等により交通の便が悪くなった」と回答した割合は、

年数が 10 年以上で突出して高い傾向にある。 

25.9%

5.0%

32.6%

23.4%

11.2%

40.5%

13.1%

16.0%

27.2%

19.5%

37.1%

63.9%

4.4%

3.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

公共料金が高くなった

教育文化施設、スポーツ施設等の公共施設がなくなった

医療保険や年金など社会保障の維持が困難になった

食糧品や日用品などの買い物が不便になった

趣味や娯楽などの施設がなくなった

公共交通機関の減便・廃止等により交通の便が悪くなった

保育園や幼稚園、小児医療機関などの減少により子育て環境が悪くなった

医療、福祉サービスが行き届かなくなった

学校の廃校や小規模校化等により教育環境が悪くなった

企業等の撤退により仕事がなくなった、収入が減った

担い手や後継者の不足により地域産業の維持が困難になった

若者が減少し地域に活気がなくなった

その他

無回答

482N=
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25.9 5.0 32.6 23.4 11.2 40.5 13.1 16.0 27.2 19.5 37.1 63.9 4.4 3.7

男性 25.7 4.7 31.4 21.5 11.0 38.7 14.1 17.3 31.9 22.0 43.5 68.6 2.1 2.6

女性 25.7 5.4 32.6 23.9 11.2 40.9 12.0 15.2 23.9 18.8 32.2 60.1 5.8 4.7

その他・無回答 (※) 50.0 0.0 50.0 50.0 50.0 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0

18～29歳 8.3 0.0 12.5 4.2 29.2 25.0 12.5 0.0 33.3 4.2 45.8 58.3 4.2 4.2

30～39歳 33.3 6.7 33.3 11.1 11.1 15.6 11.1 15.6 20.0 13.3 33.3 53.3 6.7 8.9

40～49歳 18.8 2.5 18.8 15.0 16.3 32.5 13.8 15.0 26.3 12.5 30.0 57.5 2.5 7.5

50～59歳 22.2 3.7 35.8 24.7 13.6 46.9 13.6 17.3 37.0 22.2 40.7 64.2 3.7 2.5

60～69歳 29.1 4.7 37.2 26.7 4.7 48.8 10.5 15.1 31.4 26.7 47.7 73.3 3.5 2.3

70歳以上 29.7 7.7 37.4 31.0 8.4 45.2 14.8 18.7 21.9 23.2 32.9 65.8 5.2 1.9

1人暮らし 23.1 3.8 32.1 30.8 14.1 38.5 12.8 21.8 24.4 16.7 37.2 73.1 3.8 2.6

子育て世帯 22.0 4.4 18.7 13.2 13.2 24.2 12.1 14.3 28.6 8.8 23.1 50.5 4.4 9.9

三世代 (※) 42.9 0.0 42.9 14.3 14.3 14.3 0.0 0.0 0.0 28.6 28.6 57.1 28.6 0.0

会社員（正社員） 17.8 4.1 28.8 15.1 11.0 28.8 15.1 16.4 30.1 21.9 37.0 61.6 4.1 2.7

会社経営（経営者・役員） (※) 6.7 6.7 46.7 33.3 6.7 40.0 26.7 26.7 60.0 13.3 73.3 80.0 0.0 0.0

公務員・教職員 11.4 0.0 25.7 20.0 11.4 31.4 2.9 11.4 34.3 17.1 54.3 74.3 5.7 5.7

団体職員 (※) 0.0 0.0 0.0 14.3 28.6 28.6 14.3 28.6 42.9 14.3 71.4 57.1 0.0 14.3

派遣社員・契約社員 44.0 0.0 48.0 12.0 12.0 48.0 16.0 8.0 32.0 28.0 32.0 52.0 0.0 0.0

自営業・自由業 19.4 12.9 12.9 22.6 3.2 41.9 9.7 9.7 22.6 38.7 48.4 87.1 6.5 0.0

農林漁業 (※) 16.7 0.0 16.7 16.7 16.7 16.7 33.3 0.0 33.3 0.0 83.3 33.3 16.7 0.0

専門職(弁護士･税理士･医療関係など) (※) 14.3 14.3 28.6 28.6 28.6 42.9 14.3 7.1 42.9 28.6 28.6 57.1 7.1 0.0

パート・アルバイト 41.9 8.1 41.9 17.7 19.4 50.0 12.9 21.0 21.0 25.8 32.3 54.8 3.2 4.8

専業主婦・主夫 29.5 3.3 27.9 31.1 4.9 42.6 8.2 18.0 24.6 13.1 21.3 59.0 3.3 6.6

学生 (※) 20.0 0.0 0.0 0.0 20.0 20.0 20.0 0.0 20.0 0.0 60.0 80.0 0.0 0.0

無職 28.1 6.1 38.6 31.6 9.6 44.7 16.7 16.7 23.7 15.8 35.1 66.7 4.4 3.5

その他 (※) 29.4 0.0 29.4 17.6 11.8 41.2 0.0 17.6 17.6 23.5 29.4 58.8 11.8 5.9

道央広域連携地域 27.2 5.1 33.8 19.5 8.8 38.6 14.7 15.1 28.3 16.5 32.7 56.6 4.0 4.8

道南連携地域 12.0 8.0 48.0 24.0 14.0 40.0 18.0 18.0 36.0 24.0 40.0 78.0 8.0 2.0

道北連携地域 25.4 2.8 28.2 36.6 16.9 43.7 8.5 19.7 15.5 31.0 45.1 67.6 4.2 1.4

オホーツク連携地域 30.0 0.0 16.7 10.0 10.0 36.7 0.0 10.0 23.3 23.3 40.0 76.7 6.7 6.7

十勝連携地域 29.0 0.0 29.0 35.5 6.5 41.9 16.1 16.1 29.0 12.9 48.4 74.2 3.2 3.2

釧路・根室連携地域 32.1 14.3 25.0 28.6 21.4 53.6 10.7 17.9 32.1 14.3 39.3 75.0 0.0 0.0

札幌市 29.8 5.3 35.1 5.3 3.5 29.8 15.8 14.0 19.3 7.0 26.3 43.9 5.3 5.3

札幌市以外の道内市町村 26.4 5.8 32.7 26.4 13.5 43.4 13.5 15.7 29.1 22.5 40.4 66.8 3.3 3.3

道外 16.7 0.0 21.4 16.7 2.4 26.2 7.1 19.0 26.2 19.0 26.2 66.7 11.9 4.8

海外 (※) 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

札幌市 26.5 3.0 40.2 3.8 3.8 26.5 18.2 19.7 28.0 11.4 28.8 49.2 3.8 6.1

人口10万人以上の市 26.4 4.7 41.2 18.2 11.5 43.9 9.5 10.8 29.7 25.7 39.9 68.2 3.4 2.0

人口1万人以上10万人未満の市町村 33.0 3.7 20.2 24.8 13.8 41.3 13.8 16.5 21.1 17.4 34.9 63.3 6.4 6.4

人口1万人未満の市町村 16.1 9.7 22.6 58.1 18.3 53.8 10.8 18.3 29.0 23.7 47.3 78.5 4.3 0.0

減少率2.0%未満 27.7 2.7 41.0 8.5 4.8 31.4 15.4 17.0 26.6 12.2 33.0 52.7 3.2 4.3

減少率2.0%以上10.0%未満 25.0 3.7 28.7 26.6 13.8 42.0 11.7 13.3 23.9 24.5 34.0 67.0 4.3 4.8

減少率10.0%以上 24.5 11.3 24.5 44.3 17.9 53.8 11.3 18.9 34.0 23.6 50.0 78.3 6.6 0.9

1年未満 (※) 14.3 0.0 28.6 0.0 14.3 0.0 14.3 0.0 71.4 14.3 28.6 57.1 0.0 14.3

1～5年未満 31.3 6.3 37.5 12.5 6.3 12.5 0.0 0.0 6.3 12.5 37.5 56.3 6.3 12.5

5～10年未満 4.8 0.0 9.5 28.6 4.8 9.5 4.8 0.0 14.3 9.5 23.8 47.6 14.3 4.8

10～20年未満 22.6 5.7 24.5 15.1 17.0 37.7 13.2 11.3 30.2 15.1 37.7 49.1 5.7 9.4

20年以上 27.3 5.4 34.6 24.9 11.0 44.2 14.2 18.2 27.9 21.7 38.1 67.3 3.5 2.4
※の種別は、回答者数が少なく標本誤差が大きいことから、解説では除外した記述とした。

全体  (N=482)
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（４）人口減少が進んだ場合の不安 

問４．今後、人口の減少が進んだ場合、あなたは、特にどのようなことに不安を感じますか。次の中か

ら５つまでお選びください。（○は５つまで） 

 

全体 

「医療保険や年金など社会保障の維持が困難になる」（49.4％）と回答した方が最も

多く、次いで「医療・福祉サービスが行き届かなくなる」（38.3％）、「公共料金が高

くなる」（38.1％）の順となっている。 

性別 
「公共交通機関の減便・廃止等により交通の便が悪くなる」と回答した割合は、[男

性]の 29.1％に比べ、[女性]で 43.3％と高い傾向にある。 

年代別 
「若者が減少し地域に活気がなくなる」と回答した割合は、[70 歳以上]で 42.8％と

最も高い。 

世帯構成別 
「学校の廃校や規模縮小により教育環境が悪くなる」と回答した割合は、[子育て世

帯]で 24.4％と[1 人暮らし]の 10.0％に比べ高い。 

職種別 
「医療・福祉サービスが行き届かなくなる」と回答した割合は、[派遣・契約社員]で

55.9％と最も高い。 

地域別 

（圏域単位） 

「担い手や後継者の不足により地域産業の維持が困難になる」と回答した割合は、

[オホーツク]で 41.0％と突出して高い。 

出身地別 
「企業業等の撤退により仕事がなくなる、収入が減る」と回答した割合は、[道外]で

13.0％と最も低い。 

人口規模別 
「食糧品や日用品などの買い物が不便になる」と回答した割合は、[人口１万人未満

の市町村]で 36.2％と突出して高い。 

人口減少度別 
「医療保険や年金など社会保障の維持が困難になる」と回答した割合は、人口減少

率が高くなるにつれ低い傾向にある。 

居住年数別 

[5～10 年未満]では「保育園や幼稚園、小児医療機関などの減少により子育て環境が

悪くなる」と回答した割合は 23.1％と他の年数に比べ最も高いが、このほかの回答

では、他の年数に比べ低い傾向にある。 

38.1%

4.9%

49.4%

21.5%

5.6%

37.4%

12.8%

38.3%

14.0%

22.6%

27.0%

30.5%

1.6%

0.6%

26.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

公共料金が高くなる

教育文化施設、スポーツ施設等の公共施設がなくなる

医療保険や年金など社会保障の維持が困難になる

食糧品や日用品などの買い物が不便になる

趣味や娯楽などの施設がなくなる

公共交通機関の減便・廃止等により交通の便が悪くなる

保育園や幼稚園、小児医療機関などの減少により子育て環境が悪くなる

医療、福祉サービスが行き届かなくなる

学校の廃校や小規模校化等により教育環境が悪くなる

企業等の撤退により仕事がなくなる、収入が減る

担い手や後継者の不足により地域産業の維持が困難になる

若者が減少し地域に活気がなくなる

特に影響はない

その他

無回答

771N=
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38.1 4.9 49.4 21.5 5.6 37.4 12.8 38.3 14.0 22.6 27.0 30.5 1.6 0.6 26.5

男性 38.7 4.2 48.6 16.6 5.8 29.1 12.1 37.1 14.1 20.4 23.6 32.3 1.6 0.3 29.1

女性 38.5 5.5 50.2 25.3 5.8 43.3 13.1 39.9 14.1 23.5 29.7 29.0 1.6 0.7 24.2

その他・無回答 (※) 28.6 14.3 71.4 14.3 0.0 71.4 28.6 28.6 0.0 42.9 42.9 28.6 0.0 14.3 14.3

18～29歳 41.5 12.2 36.6 9.8 9.8 31.7 22.0 29.3 24.4 22.0 26.8 29.3 0.0 2.4 29.3

30～39歳 35.6 6.9 48.3 12.6 9.2 26.4 19.5 33.3 14.9 24.1 27.6 19.5 4.6 0.0 28.7

40～49歳 40.4 9.9 52.3 20.5 4.6 35.8 10.6 40.4 15.9 23.8 27.2 21.2 1.3 0.7 26.5

50～59歳 31.5 0.8 49.6 22.8 4.7 35.4 11.8 34.6 15.0 23.6 23.6 26.0 1.6 0.8 29.9

60～69歳 39.6 3.7 50.0 23.1 5.2 43.3 10.4 47.8 11.2 20.9 33.6 32.8 1.5 0.7 21.6

70歳以上 40.9 2.8 50.7 27.4 5.1 42.3 12.1 37.7 11.2 21.4 26.0 42.8 0.9 0.5 24.7

1人暮らし 36.7 4.2 42.5 27.5 6.7 36.7 10.0 35.0 10.0 19.2 22.5 34.2 2.5 0.0 27.5

子育て世帯 38.5 9.6 55.1 14.7 5.1 26.9 19.9 35.9 24.4 21.8 23.7 19.2 2.6 0.0 28.8

三世代 (※) 14.3 14.3 50.0 7.1 14.3 42.9 14.3 35.7 14.3 14.3 42.9 21.4 0.0 0.0 35.7

会社員（正社員） 40.8 4.9 48.6 14.8 8.5 26.8 15.5 39.4 12.0 28.2 20.4 27.5 3.5 0.7 26.8

会社経営（経営者・役員） (※) 30.4 4.3 52.2 13.0 4.3 30.4 21.7 30.4 13.0 17.4 52.2 39.1 4.3 0.0 26.1

公務員・教職員 26.0 8.0 58.0 12.0 4.0 38.0 6.0 26.0 18.0 14.0 32.0 22.0 0.0 0.0 34.0

団体職員 (※) 33.3 22.2 55.6 22.2 0.0 33.3 11.1 33.3 0.0 44.4 33.3 22.2 0.0 0.0 33.3

派遣社員・契約社員 44.1 0.0 55.9 17.6 2.9 41.2 5.9 55.9 8.8 23.5 11.8 17.6 0.0 0.0 32.4

自営業・自由業 42.9 2.4 31.0 31.0 0.0 31.0 9.5 28.6 28.6 14.3 38.1 40.5 2.4 2.4 26.2

農林漁業 (※) 42.9 0.0 0.0 14.3 0.0 14.3 0.0 14.3 14.3 0.0 57.1 14.3 14.3 0.0 14.3

専門職(弁護士･税理士･医療関係など) (※) 44.4 3.7 66.7 22.2 18.5 44.4 25.9 51.9 25.9 22.2 33.3 25.9 0.0 0.0 14.8

パート・アルバイト 35.9 3.9 51.5 21.4 6.8 43.7 11.7 39.8 9.7 34.0 31.1 26.2 0.0 1.0 27.2

専業主婦・主夫 37.5 8.9 50.0 28.6 1.8 47.3 13.4 46.4 14.3 23.2 24.1 27.7 2.7 0.9 23.2

学生 (※) 58.3 16.7 16.7 16.7 16.7 41.7 16.7 16.7 33.3 16.7 25.0 25.0 0.0 0.0 25.0

無職 41.0 3.1 50.9 26.1 5.6 41.0 13.7 34.8 11.2 17.4 26.7 40.4 0.0 0.0 24.8

その他 (※) 33.3 0.0 50.0 25.0 4.2 16.7 8.3 45.8 12.5 12.5 25.0 37.5 0.0 4.2 25.0

道央広域連携地域 39.7 5.7 54.0 18.8 5.7 39.5 14.0 40.5 15.0 20.6 28.3 29.8 1.6 1.0 23.9

道南連携地域 29.0 6.5 46.8 27.4 1.6 32.3 14.5 37.1 14.5 22.6 22.6 35.5 1.6 0.0 27.4

道北連携地域 36.7 3.3 45.6 32.2 5.6 36.7 8.9 36.7 15.6 33.3 25.6 33.3 0.0 0.0 28.9

オホーツク連携地域 38.5 5.1 35.9 28.2 10.3 30.8 5.1 25.6 17.9 17.9 41.0 30.8 0.0 0.0 30.8

十勝連携地域 38.3 0.0 34.0 17.0 4.3 34.0 14.9 38.3 4.3 21.3 19.1 19.1 6.4 0.0 36.2

釧路・根室連携地域 35.9 2.6 35.9 20.5 7.7 30.8 10.3 28.2 5.1 28.2 15.4 38.5 0.0 0.0 35.9

札幌市 39.5 4.8 53.2 17.7 5.6 38.7 13.7 36.3 12.9 21.8 29.0 24.2 1.6 1.6 24.2

札幌市以外の道内市町村 38.0 4.6 49.3 23.1 5.4 37.5 12.9 38.4 14.2 23.8 28.0 33.0 1.3 0.4 26.6

道外 39.0 7.8 48.1 14.3 9.1 37.7 10.4 44.2 14.3 13.0 24.7 22.1 3.9 1.3 26.0

海外 (※) 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

札幌市 39.1 8.0 58.8 15.9 3.8 37.7 17.3 42.9 17.6 19.0 26.3 24.6 1.4 0.3 22.8

人口10万人以上の市 39.7 4.9 47.1 20.6 6.9 36.8 9.8 37.3 9.3 26.0 25.0 28.4 1.0 0.5 31.4

人口1万人以上10万人未満の市町村 40.1 1.9 47.5 22.2 6.2 34.0 12.3 30.2 16.0 29.0 26.5 40.1 1.9 1.9 27.2

人口1万人未満の市町村 30.2 1.7 32.8 36.2 6.9 42.2 7.8 39.7 10.3 16.4 32.8 35.3 2.6 0.0 25.9

減少率2.0%未満 40.6 6.6 55.4 16.3 4.8 39.5 14.8 41.8 14.3 20.2 27.3 25.8 2.3 1.0 23.5

減少率2.0%以上10.0%未満 37.8 3.2 48.2 24.5 6.4 32.5 12.4 34.1 13.7 28.5 23.7 36.1 0.4 0.4 29.3

減少率10.0%以上 31.5 3.1 33.8 31.5 6.2 40.0 7.7 35.4 13.8 18.5 32.3 33.8 1.5 0.0 30.0

1年未満 (※) 47.1 5.9 35.3 5.9 0.0 29.4 17.6 23.5 17.6 23.5 5.9 17.6 5.9 5.9 29.4

1～5年未満 27.5 12.5 45.0 20.0 7.5 47.5 7.5 40.0 15.0 22.5 30.0 32.5 0.0 0.0 27.5

5～10年未満 28.2 2.6 28.2 7.7 5.1 25.6 23.1 20.5 17.9 17.9 17.9 17.9 5.1 2.6 38.5

10～20年未満 48.5 9.3 60.8 23.7 7.2 37.1 15.5 40.2 21.6 21.6 36.1 26.8 3.1 1.0 17.5

20年以上 38.1 3.7 50.0 23.1 5.5 37.9 11.9 39.9 11.9 23.0 26.9 32.2 0.9 0.4 26.5
※の種別は、回答者数が少なく標本誤差が大きいことから、解説では除外した記述とした。

全体  (N=771)
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（５）重要だと思う取組 

問５．あなたは、人口が減少しても心豊かに暮らし続けられる北海道を実現するため、今後、特にど

のような取組が重要だと思いますか。次の中から５つまでお選びください。（○は５つまで） 

 

全体 

「地域で働く人材の確保や育成、安定した雇用の確保」（65.0％）と答えた方の割合

がもっとも高く、次いで「地域の医師確保など必要な医療や福祉が受けられる環境

の整備」（55.1％）、「子育て環境の整備や子育て世帯への支援」（51.6％）の順となっ

ている。 

性別 
「ICTなど未来技術の様々な分野への導入」と回答した割合は、[女性]の 6.5％に比

べ、[男性]で 15.3％と高い傾向にある。 

年代別 
「子育て環境の整備や子育て世帯への支援」と回答した割合は、[30～39 歳]で

70.1％と最も高く、次いで[18～29 歳]で 65.9％となっている。 

世帯構成別 
[子育て世帯]では、「子育て環境の整備や子育て世帯への支援」と回答した割合は、

71.8％と全体に比べ高い。 

職種別 

「地域で働く人材の確保や育成、安定した雇用の確保」と回答した割合は、[派遣社

員・契約社員]で 79.4％と最も高く、次いで[パート・アルバイト]で 76.7％となって

いる。 

地域別 

（圏域単位） 

「農林水産業の経営力向上や担い手の確保」と回答した割合は、[十勝]で 40.4％と最

も高い。 

出身地別 全体と傾向に大きな差はない。 

人口規模別 
「食料品や日用品などの買い物ができる環境の整備」と回答した割合は、[人口 1 万

人未満の市町村]で 46.6％と最も高い。 

人口減少度別 
「食料品や日用品などの買い物ができる環境の整備」と回答した割合は、[10％以上]

で 40.8％と最も高い。 

居住年数別 
「子育て環境の整備や子育て世帯への支援」と回答した割合は、[5～10 年未満]で

69.2％と最も高い。 

51.6%

30.2%

29.3%

46.3%

55.1%

27.5%

10.4%

16.5%

23.1%

65.0%

7.0%

32.6%

14.3%

10.2%

1.7%

3.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

子育て環境の整備や子育て世帯への支援

必要な教育を受けられる環境の整備

食料品や日用品などの買い物ができる環境の整備

公共交通機関の維持確保

地域の医師確保など必要な医療や福祉が受けられる環境の整備

農林水産業の経営力向上や担い手の確保

観光地づくりや国内外に向けた観光客の誘客活動

道産食品のブランド化や輸出の拡大

ものづくりなど道内企業等の技術力向上

地域で働く人材の確保や育成、安定した雇用の確保

外国人労働者が安定して働き、暮らすことのできる環境整備

北海道への移住や定住、U・Iターン就職の促進

移住や定住せずとも地域と多様に関わり、地域の力になる人の創出

ICTなど未来技術の様々な分野への導入

その他

無回答

771N=
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51.6 30.2 29.3 46.3 55.1 27.5 10.4 16.5 23.1 65.0 7.0 32.6 14.3 10.2 1.7 3.2

男性 52.4 28.8 27.5 40.6 52.1 28.4 12.8 21.4 24.9 60.4 9.9 30.7 11.5 15.3 2.2 2.9

女性 51.4 32.0 30.2 50.0 58.1 27.4 8.8 12.9 21.7 67.7 4.8 33.4 15.4 6.5 1.4 3.5

その他・無回答 (※) 57.1 0.0 14.3 57.1 57.1 14.3 0.0 42.9 14.3 85.7 0.0 42.9 42.9 14.3 0.0 0.0

18～29歳 65.9 39.0 19.5 56.1 36.6 22.0 14.6 12.2 14.6 65.9 7.3 41.5 19.5 17.1 0.0 2.4

30～39歳 70.1 50.6 27.6 35.6 55.2 21.8 9.2 16.1 17.2 62.1 8.0 25.3 12.6 11.5 3.4 1.1

40～49歳 54.3 34.4 31.1 49.0 62.3 25.8 9.9 16.6 17.9 64.2 6.0 23.8 15.9 9.3 2.0 1.3

50～59歳 34.6 23.6 29.1 45.7 52.8 27.6 8.7 25.2 26.0 66.1 7.9 38.6 11.8 14.2 3.1 1.6

60～69歳 50.0 24.6 28.4 47.0 63.4 32.1 10.4 12.7 23.9 71.6 5.2 32.8 13.4 9.0 0.7 1.5

70歳以上 50.7 25.6 30.2 46.5 51.6 29.8 11.2 15.3 27.4 61.4 7.0 35.3 14.0 7.0 0.9 7.9

1人暮らし 49.2 21.7 33.3 52.5 48.3 22.5 15.0 19.2 17.5 63.3 10.0 30.8 17.5 8.3 2.5 3.3

子育て世帯 71.8 51.3 25.6 39.7 59.6 26.3 10.3 14.1 17.3 61.5 8.3 23.7 12.8 12.8 1.9 1.3

三世代 (※) 57.1 28.6 21.4 50.0 42.9 35.7 7.1 7.1 42.9 42.9 0.0 42.9 7.1 21.4 0.0 7.1

会社員（正社員） 51.4 27.5 28.2 40.8 49.3 21.8 14.8 21.1 25.4 59.2 7.0 40.1 16.2 10.6 2.8 0.7

会社経営（経営者・役員） (※) 43.5 26.1 26.1 30.4 65.2 26.1 13.0 34.8 21.7 39.1 17.4 52.2 13.0 17.4 4.3 0.0

公務員・教職員 52.0 38.0 16.0 40.0 68.0 36.0 10.0 24.0 18.0 62.0 16.0 14.0 12.0 24.0 0.0 4.0

団体職員 (※) 55.6 11.1 55.6 66.7 66.7 44.4 0.0 22.2 11.1 66.7 11.1 11.1 11.1 0.0 11.1 0.0

派遣社員・契約社員 58.8 38.2 29.4 47.1 70.6 32.4 5.9 20.6 20.6 79.4 0.0 29.4 14.7 5.9 0.0 0.0

自営業・自由業 42.9 33.3 28.6 38.1 38.1 26.2 7.1 14.3 33.3 59.5 9.5 35.7 26.2 19.0 2.4 7.1

農林漁業 (※) 57.1 57.1 0.0 14.3 28.6 42.9 14.3 14.3 42.9 71.4 14.3 0.0 57.1 28.6 0.0 0.0

専門職(弁護士･税理士･医療関係など) (※) 59.3 40.7 25.9 59.3 63.0 33.3 0.0 18.5 18.5 74.1 3.7 25.9 22.2 7.4 3.7 3.7

パート・アルバイト 52.4 35.9 27.2 55.3 58.3 16.5 7.8 8.7 16.5 76.7 3.9 31.1 9.7 4.9 0.0 2.9

専業主婦・主夫 56.3 30.4 33.0 45.5 65.2 36.6 7.1 10.7 26.8 67.0 3.6 23.2 12.5 6.3 1.8 1.8

学生 (※) 83.3 41.7 33.3 75.0 16.7 16.7 16.7 8.3 8.3 58.3 16.7 41.7 8.3 25.0 0.0 0.0

無職 48.4 23.0 31.1 46.0 52.8 29.8 13.0 16.8 24.2 62.7 6.8 36.6 11.8 9.9 0.0 6.8

その他 (※) 50.0 33.3 25.0 54.2 41.7 33.3 8.3 25.0 20.8 62.5 4.2 37.5 8.3 0.0 12.5 4.2

道央広域連携地域 53.4 30.0 27.5 46.4 56.5 25.5 10.3 17.2 25.3 63.2 7.9 30.4 15.0 10.5 1.8 3.2

道南連携地域 46.8 21.0 35.5 54.8 54.8 32.3 6.5 9.7 17.7 75.8 0.0 37.1 16.1 12.9 1.6 1.6

道北連携地域 54.4 27.8 33.3 52.2 53.3 31.1 6.7 15.6 23.3 72.2 4.4 35.6 12.2 8.9 2.2 0.0

オホーツク連携地域 41.0 41.0 38.5 41.0 59.0 25.6 10.3 12.8 10.3 74.4 12.8 43.6 5.1 10.3 0.0 5.1

十勝連携地域 48.9 38.3 27.7 40.4 46.8 40.4 12.8 14.9 14.9 42.6 8.5 36.2 19.1 12.8 0.0 8.5

釧路・根室連携地域 43.6 33.3 25.6 30.8 48.7 23.1 23.1 25.6 25.6 71.8 5.1 30.8 10.3 2.6 2.6 5.1

札幌市 60.5 27.4 23.4 46.0 49.2 26.6 9.7 20.2 28.2 56.5 8.9 30.6 11.3 15.3 3.2 1.6

札幌市以外の道内市町村 50.4 30.8 29.9 47.0 57.6 29.0 11.3 15.3 22.0 67.7 5.9 32.7 14.9 8.7 1.3 3.3

道外 50.6 37.7 26.0 40.3 53.2 24.7 5.2 22.1 23.4 61.0 10.4 33.8 13.0 14.3 2.6 3.9

海外 (※) 100.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

札幌市 55.4 32.5 21.8 43.6 55.7 28.4 8.0 17.6 26.6 61.9 8.3 27.7 13.8 13.5 2.8 2.8

人口10万人以上の市 51.0 29.4 26.5 48.5 50.0 27.5 13.2 16.7 23.0 68.6 5.9 39.2 16.7 7.8 0.5 2.5

人口1万人以上10万人未満の市町村 52.5 27.2 34.0 47.5 60.5 21.6 10.5 16.7 17.9 67.3 7.4 35.2 14.8 8.6 1.2 3.1

人口1万人未満の市町村 42.2 30.2 46.6 47.4 55.2 33.6 11.2 12.9 21.6 62.9 5.2 29.3 10.3 8.6 1.7 6.0

減少率2.0%未満 53.1 31.1 24.0 45.2 56.1 26.5 10.2 17.9 25.5 59.4 8.2 31.4 15.1 12.2 2.0 3.1

減少率2.0%以上10.0%未満 51.8 31.3 31.7 46.6 52.2 25.7 10.8 15.3 18.9 71.5 6.8 34.1 13.7 8.8 0.8 3.2

減少率10.0%以上 46.9 25.4 40.8 49.2 57.7 33.8 10.0 14.6 23.8 69.2 3.8 33.1 13.1 6.9 2.3 3.8

1年未満 (※) 41.2 35.3 29.4 70.6 29.4 23.5 5.9 29.4 11.8 47.1 5.9 35.3 11.8 17.6 0.0 5.9

1～5年未満 52.5 42.5 35.0 50.0 55.0 27.5 10.0 12.5 10.0 62.5 12.5 20.0 15.0 10.0 5.0 2.5

5～10年未満 69.2 38.5 23.1 33.3 53.8 28.2 5.1 25.6 15.4 59.0 10.3 30.8 15.4 5.1 5.1 0.0

10～20年未満 59.8 26.8 25.8 50.5 55.7 30.9 5.2 15.5 27.8 74.2 5.2 24.7 16.5 15.5 2.1 0.0

20年以上 49.5 29.5 29.4 45.2 56.6 27.2 11.6 16.2 23.7 64.2 6.6 34.5 13.5 9.4 1.2 4.1
※の種別は、回答者数が少なく標本誤差が大きいことから、解説では除外した記述とした。
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（６）札幌市に人口が集中する理由 

問６．現在、北海道の約３分の１以上の人口が札幌市に集中しており、その割合は年々増加していま

す。あなたは、札幌市に人口が集中する理由は特にどのようなことだと思いますか。次の中から

３つまでお選びください。（○は３つまで） 

 

 

全体 

「仕事の選択肢が多い」（80.3％）と答えた方の割合が最も高く、次いで「公共交通

機関が整っている」（58.4％）、「医療や介護等福祉が充実している」（47.3％）の順と

なっている。 

性別 全体と傾向に大きな差はない。 

年代別 

「医療や介護等福祉が充実している」と回答した割合は、[70 歳以上]で 62.8％と最

も高く、「娯楽環境が充実している」と回答した割合は、[18～29 歳]で 41.5％、[30

～39 歳]で 34.5％と他の年代に比べ高い。 

世帯構成別 全体と傾向に大きな差はない。 

職種別 
「医療や介護等福祉が充実している」と回答した割合は、[無職]で 62.1％と最も高

い。 

地域別 

（圏域単位） 

「仕事の選択肢が多い」と回答した割合は、[道南]で 93.5％と最も高い。「公共交通

機関が整っている」と回答した割合は、[十勝] で 72.3％と最も高い。 

出身地別 全体と傾向に大きな差はない。 

人口規模別 
｢医療や介護等福祉が充実している｣と回答した割合は、[人口 10 万人以上の市]で

39.2％と他の区分に比べ低い。 

人口減少度別 
「公共交通機関が整っている」と回答した割合は、人口減少率が高くなるにつれ低

い傾向にある。 

居住年数別 

「娯楽環境が充実している」と回答した割合は、[5～10 年未満]で 30.8％と最も高

く、「家族の札幌市への転出」 と回答した割合は、[1～5 年未満]で 22.5％と突出し

て高い。 

80.3%

36.8%

58.4%

16.0%

47.3%

18.9%

12.2%

2.1%

3.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

仕事の選択肢が多い

買い物が便利である

公共交通機関が整っている

子育て・教育環境が充実している

医療や介護等福祉が充実している

娯楽環境が充実している

家族の札幌市への転出

その他

無回答
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80.3 36.8 58.4 16.0 47.3 18.9 12.2 2.1 3.9

男性 78.9 37.1 59.4 16.6 46.6 20.8 10.2 2.9 2.2

女性 81.6 37.1 58.1 15.0 48.2 17.7 13.4 1.4 5.1

その他・無回答 (※) 85.7 28.6 57.1 14.3 42.9 14.3 14.3 0.0 0.0

18～29歳 85.4 51.2 58.5 14.6 34.1 41.5 4.9 0.0 0.0

30～39歳 87.4 40.2 59.8 16.1 25.3 34.5 3.4 1.1 5.7

40～49歳 83.4 40.4 58.3 14.6 41.7 27.2 10.6 2.0 2.6

50～59歳 77.2 43.3 54.3 12.6 44.1 18.9 13.4 4.7 3.9

60～69歳 82.8 29.9 61.2 18.7 50.7 9.7 11.9 1.5 3.0

70歳以上 74.4 32.1 59.1 16.3 62.8 8.4 17.2 1.4 5.1

1人暮らし 77.5 42.5 58.3 12.5 47.5 14.2 9.2 3.3 5.0

子育て世帯 89.1 40.4 53.8 20.5 35.3 27.6 8.3 1.9 2.6

三世代 (※) 71.4 42.9 42.9 21.4 50.0 14.3 21.4 0.0 0.0

会社員（正社員） 83.8 43.0 63.4 12.0 37.3 26.1 8.5 0.0 2.8

会社経営（経営者・役員） (※) 82.6 34.8 56.5 13.0 34.8 21.7 13.0 8.7 0.0

公務員・教職員 82.0 44.0 44.0 24.0 42.0 22.0 18.0 4.0 2.0

団体職員 (※) 100.0 55.6 55.6 0.0 22.2 22.2 11.1 0.0 0.0

派遣社員・契約社員 79.4 38.2 70.6 11.8 44.1 23.5 11.8 2.9 2.9

自営業・自由業 83.3 35.7 54.8 21.4 47.6 16.7 4.8 4.8 4.8

農林漁業 (※) 100.0 57.1 71.4 42.9 0.0 28.6 0.0 0.0 0.0

専門職(弁護士･税理士･医療関係など) (※) 85.2 44.4 55.6 18.5 55.6 22.2 3.7 3.7 0.0

パート・アルバイト 86.4 36.9 58.3 15.5 39.8 23.3 10.7 1.0 2.9

専業主婦・主夫 74.1 30.4 55.4 17.0 55.4 17.0 17.9 0.0 6.3

学生 (※) 91.7 50.0 58.3 8.3 41.7 33.3 8.3 0.0 0.0

無職 72.7 32.9 59.0 17.4 62.1 9.3 14.3 3.1 4.3

その他 (※) 83.3 29.2 79.2 0.0 54.2 8.3 8.3 4.2 4.2

道央広域連携地域 79.6 38.7 59.3 17.8 51.0 15.8 10.5 1.8 2.8

道南連携地域 93.5 32.3 46.8 21.0 33.9 27.4 19.4 1.6 3.2

道北連携地域 76.7 31.1 55.6 15.6 40.0 27.8 17.8 2.2 6.7

オホーツク連携地域 74.4 38.5 51.3 5.1 53.8 17.9 10.3 2.6 12.8

十勝連携地域 87.2 44.7 72.3 10.6 40.4 21.3 8.5 2.1 0.0

釧路・根室連携地域 74.4 23.1 61.5 2.6 41.0 23.1 15.4 5.1 7.7

札幌市 78.2 38.7 61.3 16.1 45.2 17.7 6.5 2.4 5.6

札幌市以外の道内市町村 81.9 36.3 57.6 16.1 47.6 20.1 13.5 1.7 3.1

道外 76.6 44.2 66.2 11.7 50.6 13.0 9.1 3.9 1.3

海外 (※) 100.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

札幌市 78.9 39.1 56.1 20.1 50.9 15.2 10.0 1.7 3.1

人口10万人以上の市 81.9 35.8 62.7 13.2 39.2 22.5 13.7 2.0 3.9

人口1万人以上10万人未満の市町村 80.9 34.6 61.7 11.1 48.8 20.4 15.4 2.5 3.7

人口1万人未満の市町村 80.2 36.2 51.7 17.2 50.9 19.8 10.3 2.6 6.0

減少率2.0%未満 78.8 38.8 61.2 16.8 49.7 17.6 9.2 1.8 2.6

減少率2.0%以上10.0%未満 81.1 34.9 59.8 13.3 41.8 20.9 14.9 1.6 5.2

減少率10.0%以上 83.1 34.6 46.9 18.5 50.8 19.2 16.2 3.8 5.4

1年未満 (※) 76.5 64.7 47.1 17.6 58.8 11.8 5.9 0.0 0.0

1～5年未満 75.0 37.5 55.0 12.5 45.0 12.5 22.5 5.0 5.0

5～10年未満 82.1 28.2 64.1 15.4 41.0 30.8 7.7 2.6 2.6

10～20年未満 88.7 39.2 57.7 15.5 38.1 27.8 12.4 1.0 2.1

20年以上 79.2 36.5 59.1 15.8 49.5 17.1 11.7 2.0 4.3
※の種別は、回答者数が少なく標本誤差が大きいことから、解説では除外した記述とした。
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